
 

 

 

 

 

 

 

第 12 章  準備書の記載内容の修正等 
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第 12 章  準備書の記載内容の修正等 

 

環境影響評価書の作成にあたり、環境影響評価法(平成9年6月13日法律第81号)第18条及び第20条

に基づく環境の保全の見地からの意見を有する者の意見並びに愛知県知事の意見等を勘案して、環

境影響評価準備書の記載事項について検討を加え、当該事項に対して追記・修正した内容は以下の

とおりである。 
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１．都市計画対象事業の目的及び内容 

ページ 環境影響評価準備書 

2 （ｲ） 公園・緑地計画    

公園は、地区面積の３％以上の面積を確保することとし、誘致距離等を考慮のう

え適正配置する。また、緑地については適宜配置する。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 

 

ａ  雨水排水 

雨水は、側溝等により排水し、事業実施区域外へは水路を経由して、東小川へ排出

し、さらに日光川へ排出する。 

また、雨水の流出増に対応するため、調整池を設置する。 

 

3  
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ページ 環境影響評価書 

2 （ｲ） 公園・緑地計画    

公園は、地区面積の３％以上の面積を確保することとし、誘致距離等を考慮のう

え適正配置する。また、緑地については適宜配置する。 

公園・緑地の規模は、表 4.2- 1 に示すとおりである。 

2  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 

 

ａ  雨水排水 

雨水は、側溝等により排水し、事業実施区域外へは水路を経由して、東小川へ排出

し、さらに日光川へ排出する。 

また、雨水の流出増に対応するため、各流域毎の面積１ha あたり 700ｍ3の容量の調

整池を設置する。 
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ページ 環境影響評価準備書 

6  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8 （3） 人と自然との豊かな触れ合いの確保及び地域の歴史的文化的特性を生かした快適

な環境の創造 

事業実施区域及びその周辺は、水田と中高層及び低層の住居が存在していること

から、人と自然との触れ合い及び生態系を確保するための公園・緑地を配置する土

地利用計画とした。 
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ページ 環境影響評価書 

6  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8 （3） 人と自然との豊かな触れ合いの確保及び地域の歴史的文化的特性を生かした快適

な環境の創造 

事業実施区域及びその周辺は、水田と中高層及び低層の住居が存在していること

から、人と自然との触れ合いができ、多様な動植物の生息・生育が確保される公園・

緑地を配置する土地利用計画とした。 
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２．都市計画対象事業実施区域及びその周囲の概況 

ページ 環境影響評価準備書 

34 いずれの地点もカドミウム、全シアン、有機燐、鉛、六価クロム、砒素、総水銀、ア

ルキル水銀、ＰＣＢ、ジクロロメタン、四塩化炭素、1,2-ジクロロエタン、1,1-ジクロ

ロエチレン、シス-1,2-ジクロロエチレン、1,1,1-トリクロロエタン、1,1,2-トリクロロ

エタン、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン、1,3-ジクロロプロペン、チウラ

ム、シマジン、チオベンカルブ、ベンゼン、セレンの 24 項目は土壌の汚染に係る環境基

準に適合していた。 

36  
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ページ 環境影響評価書 

34 いずれの地点もカドミウム、全シアン、有機燐、鉛、六価クロム、砒素、総水銀、ア

ルキル水銀、ＰＣＢ、ジクロロメタン、四塩化炭素、1,2-ジクロロエタン、1,1-ジクロ

ロエチレン、シス-1,2-ジクロロエチレン、1,1,1-トリクロロエタン、1,1,2-トリクロロ

エタン、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン、1,3-ジクロロプロペン、チウラ

ム、シマジン、チオベンカルブ、ベンゼン、セレン、砒素（農用地･田に限る）、銅（農

用地･田に限る）の 26 項目は土壌の汚染に係る環境基準に適合していた。 
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ページ 環境影響評価準備書 

115  

 

116  

128 愛知県では県下全域を７水域に区分し、全国一律の排水基準より厳しい、いわゆる上

乗せ排水基準を設定し、規制の強化を図っている。 
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ページ 環境影響評価書 

115  

 

116  

 

 

128 愛知県では県下全域を７水域に区分し、水質汚濁防止法第３条第３項の規定により、

全国一律の排水基準より厳しい上乗せ排水基準を設定し、規制の強化を図っている。 
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ページ 環境影響評価準備書 

128  
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ページ 環境影響評価書 

128  
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ページ 環境影響評価準備書 

129  
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ページ 環境影響評価書 

129    
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ページ 環境影響評価準備書 

130  

   

 

 

 

 



- 615 - 

 

ページ 環境影響評価書 

130  
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ページ 環境影響評価準備書 

131  
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ページ 環境影響評価書 

131  
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ページ 環境影響評価準備書 

132  
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ページ 環境影響評価書 

132  
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ページ 環境影響評価準備書 

135 ク  地盤沈下に係るもの 

事業実施区域周辺は、「名古屋市環境保全条例」（平成 15 年名古屋市条例第 15 号）

に基づき、地下水の揚水規制が実施されている。 

 

 

139 ８ 廃棄物等に係る関係法令等 

名古屋市では「名古屋市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例」（平成４年名古屋

市条例第 46 号）により、ごみの減量、再資源化を促進している。 

また、2010 年を目標年度として「名古屋市第３次一般廃棄物処理基本計画」を平成

14 年に策定し、循環型社会への施策を進めている。 
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ページ 環境影響評価書 

135 ク  地盤沈下に係るもの 

事業実施区域周辺は、「名古屋市環境保全条例」（平成 15 年名古屋市条例第 15 号）

に基づき、地下水の揚水規制が実施されている。また、同条例に基づき、地下水のゆ

う出を伴う掘削工事については届け出及びゆう出量の報告が義務づけられている。 

 

139 ８ 廃棄物等に係る関係法令等 

建設工事に伴う副産物には、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（昭和 45 年法

律第 137 号）、「資源の有効な利用の促進に関する法律」（平成３年法律第 48 号）、「建

設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」（平成 12 年法律第 104 号）」が適用され

る。 

名古屋市では「名古屋市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例」（平成４年名古屋

市条例第 46 号）により、ごみの減量、再資源化を促進している。 

また、2010 年を目標年度として「名古屋市第３次一般廃棄物処理基本計画」を平成

14 年に策定し、循環型社会への施策を進めている。 
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